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（１）新都市建設計画を変更する件について         Ｐ１～Ｐ６ 

 

 



新都市建設計画を変更する件 

 
平成 27 年 12 月 

 

 

１ 新都市建設計画の変更の概要 

 

   東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地方債の特例に関する法律（平成２３ 

年法律第１０２号）の一部が改正され、合併特例債を起こすことができる期間が、被災市町 

村以外にあっては５年間延長されたことに伴い、新都市建設計画について所要の変更を行う 

ことによって、公共施設整備などの財源として合併特例債の発行を可能としようとするもの 

です。 

 その変更内容は、計画期間の変更（「合併後おおむね１０年間」から「合併後おおむね１５ 

年間」への変更）と、それに伴う財政計画の変更（「平成１８年度から平成２７年度までの１ 

０年間」から「平成１８年度から平成３２年度までの１５年間」への変更）を行います。 

 

２ 新都市建設計画の変更後の考え方 

 

Ⅰ序 論 

  期間の延長に伴い、「１計画の作成方針」に記載のある期間を１５年間に変更しました。 

 

Ⅸ財政計画 

  ①財政計画の基本的な考え方 

財政計画の期間を、平成３２年度までの１５年間に変更し、合わせて平成２６年度までの

決算、平成２７年度予算及び普通交付税算定を基に、実績や国・県の財政状況などを考慮し

て作成しました。 

また、現行は普通会計ベースであったものを、変更案では普通会計の一般財源ベースに変

更して作成しました。これは、合併以後毎年作成している財政計画が普通会計の一般財源ベ

ースであるため、整合性などを考慮したものです。 

 

②歳入計画 

 普通会計の一般財源ベースに変更するとともに、毎年作成している財政計画の歳入項目

に合わせて交付金関係を税交付金等に統合したことなどにより、項目数は大きく減少しま

した。 
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（1）地方税   

決算状況等に基づき、今後の景気や人口見通しを考慮し、現行税制度を基本に推計し 

  ました。 

平成２６年度までは決算額、平成２７年度は決算見込額としました。 

平成２８年度以降は、下記の要領で算定しました。 

・個人市民税及び法人市民税については、景気動向は現状の水準とした上で、人口推 

計を考慮して算定しました。 

・固定資産税・都市計画税については、評価替えによる影響及び家屋の新増築等を考 

慮して算定しました。 

・軽自動車税については、平成２６年度決算額を基準に算定しました。 

・たばこ税については、旧３級品の特例廃止や禁煙志向による本数の減少を考慮して 

算定しました。 

 

（2）地方譲与税・税交付金等 

    地方消費税交付金は、消費税増税を見込んで試算、その他の地方譲与税、税交付金 

等は平成２７年度予算と同程度で試算しました。 

 

（3）地方交付税等 

・普通交付税  

基準財政需要額のうち、公債費は、既借入分の償還予定額と、新たな事業での借 

入分の償還見込み額の合計から今後の需要額を試算。その他の需要額は、概ね一定 

水準で確保されることを見込み試算しました。 

      基準財政収入額は、平成２７年度算定額を基準とし、地方税などの推移を考慮し 

   て試算しました。 

・特別交付税 

    特別交付税については、普通交付税への移行が予定されているため、平成２８年 

度、平成２９年度と段階的に減額し、その分普通交付税で算入しました。また平成 

２９年度以降は同額で試算しました。 

 

（4）歳計剰余金処分額 

 前年度の歳計剰余金を、翌年度の歳計剰余金処分額として計上しました。 

    

（5）その他 

その他は、平成２７年度予算額や見込額を基準にほぼ一定額で試算しました。  
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③歳出計画 

 歳入と同じく、毎年作成している財政計画の歳出項目に合わせて項目を変更しました。 

 

（1）人件費 

 平成２６年度決算をベースに、採用計画と退職者見込数を見込んで毎年度の職員数を推 

計し、定期昇給を見込んで試算しました。 

 

（2）扶助費 

  平成２６年度決算をベースに、少子高齢化などの社会情勢から過去の伸び率を参考に、 

毎年一定割合の増を見込んで試算しました。 

 

（3）公債費 

  平成２６年度までの借入に係る償還見込額に、平成２７年度以降の借入予定額に係る償 

 還見込額を加えて試算しました。 

 

（4）投資的経費 

  項目名を普通建設事業費から投資的経費に変更し、今後見込まれている必要な普通建設 

 事業を基に試算しました。 

  加東市公共施設の適正化に関する計画に基づき、事業を可能な範囲で盛り込んで試算し 

ました。 

  合併特例債の最終計画見込額は約１５０億円で、理論限度額１５１億４千３百万円に近 

い額となり、ほぼ限度額の合併特例債を発行する計画となります。 

 

平成２７年度から平成３２年度までの主な投資的事業は以下のとおりです。 

  合併特例債に関する事業 

・ネットワーク道路事業  

   ・学校施設整備事業  

   ・小中一貫校推進関連事業  

   ・幼保連携型認定こども園事業  

   ・南山活性化支援施設事業  

   ・生涯学習施設整備事業等  

 

緊急防災・減災事業債に関する事業 

   ・加東消防署建設事業  

   ・デジタル防災無線(同報系)整備事業 

 

-3-



（5）維持補修費 

   平成２６年度決算をベースに、経年経過とともに維持補修費も増大が見込まれるため、

過去の伸び率を参考に、毎年一定割合の増を見込んで試算しました。 

 

（6）物件費 

   平成２６年度決算をベースに、今後ともアウトソーシングへの移行が見込まれるため、

過去の伸び率を参考に、毎年一定割合の増を見込んで試算しました。 

 

（7）補助費等 

   平成２６年度決算をベースに、過去の伸び率と各企業会計、各一部事務組合の補助費 

等の将来推計額を見込んで試算しました。 

 

（8）積立金 

   決算見込に伴う歳計剰余金額の１／２に相当する額と基金利子の見込額合計により試 

算しました。 

 

（9）繰出金 

平成２６年度決算をベースに、各特別会計の繰出金の将来推計額を見込んで試算しまし 

た。 

 

（10）その他 

平成２６年度決算をベースに、当該年度の決算見込を参考に、その他支出を見込んで当 

該年度の決算見込みに応じて試算しました。 

 

 

 ④収支見通し 

収支見通しでは、平成２７年度の歳入歳出差引見込額約９億２千万円をピークに、平成３ 

２年度まで黒字になると見込んでいます。これは、合併団体への交付税優遇措置が主な要 

因となります。平成２６年度普通交付税の合併算定替と一本算定との差額は約１１億８千 

万円であり、平成２６年度決算の歳入歳出差引は約８億２千万円となるため、普通交付税 

の合併算定替による増加額がないと仮定すると、収支はマイナスに転ずる見込です。 

国の財政状況は逼迫しており、政策や制度が転換されれば、市の財政への影響は大きなも 

のとなります。今後も、市の財政運営が安定的に行えるよう、国の動向や、経済情勢を注視 

しながら、健全性の維持に努めていく必要があるといえます。 
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